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②雇用・福祉・教育等の連携による地域の就労支援力の強化          ５９億円 

ハローワークを中心とした地域の関係機関との連携による「チーム支援」を推進す

るとともに、就業面と生活面における支援を一体的に行う「障害者就業・生活支援セ

ンター」の設置箇所数の拡充等により、地域における就労支援力の強化を図る。 

 
③障害特性に応じた支援策の充実・強化                       １４億円 

   精神障害者の雇用及び職場定着のノウハウを構築するモデル事業を創設するとと

もに、うつ病等休職者の職場復帰支援の拡充を図る。また、発達障害者及び難病の

ある人を雇用し適切な雇用管理等を行った事業主に対する助成措置を創設する。 

 
④障害者に対する職業能力開発支援の充実                   ６４億円 

企業現場等を活用した職業訓練を実施する中小企業に対し、訓練カリキュラムの

策定から就職に至るまでの一貫した支援を行う。また、特別支援学校の生徒を対象

とした職業訓練や、在職障害者を対象とした職業訓練を実施する。 

 

⑤「工賃倍増５か年計画」の推進                            １７億円 

   福祉施設で働く障害者の一般就労への移行を促進するとともに、障害者の工賃を

平成１９年度から平成２３年度までに倍増させることを目標とする「工賃倍増５か年計

画」を推進する。 

 

（２）生活保護世帯、母子世帯に対する就業支援の推進        ５０億円 

①ハローワークと福祉事務所等との連携による就労支援の実施        １２億円 

ハローワークと福祉事務所等とが連携した「就労支援チーム」により、生活保護受

給者等に対する一貫した就労支援を実施する。また、新たに母子家庭の母等の特

性に応じた訓練コースを開発・実施する。 

 

 

②地域における母子家庭の就業・自立支援                     ２７億円 

  母子家庭の母の就業支援等を推進するため、看護師等の資格取得を支援する

高等技能訓練促進費等事業や母子自立支援プログラム策定事業の推進など支

援措置の充実を図る。 
 
（３）刑務所出所者等に対する就労支援の推進             ２．５億円 

関係省庁との連携の下、刑務所出所者等に対し、職業相談、職業紹介、職業訓練等

を行うとともに、試行雇用奨励金の支給、職場体験講習の実施及び職業相談等の体制の

整備等により就労支援の充実を図る。 

 

 

 


